
 
 
 
 
 

化学物質の初期リスク評価書 

Ver. 1.0 

No.26 

 

テトラヒドロメチル無水フタル酸 

Tetrahydromethylphthalic anhydride 

化学物質排出把握管理促進法政令号番号：1-202 

CAS 登録番号：11070-44-3 
 

 

 

 

 

 

 

2008 年 6 月 

 

独立行政法人 製品評価技術基盤機構 

財団法人 化学物質評価研究機構 

委託元 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 



 ii

序 文 

目的 

「化学物質の初期リスク評価書」は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構か

ら委託された化学物質総合評価管理プログラムの一環である「化学物質のリスク評価及びリス

ク評価手法の開発」プロジェクトの成果である。このプロジェクトは、「特定化学物質の環境へ

の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」 (化学物質排出把握管理促進法) の対

象化学物質を中心に有害性情報、排出量等の暴露情報など、リスク評価のための基礎データを

収集・整備するとともに、これらを利用したリスク評価手法を開発し、評価するものである。 

「化学物質の初期リスク評価書」では、環境中の生物及びヒト健康に対する化学物質のリス

クについてスクリーニング評価を行い、その結果、環境中の生物あるいはヒト健康に悪影響を

及ぼすことが示唆されると判断された場合は、その化学物質に対して更に詳細な調査、解析及

び評価等の必要とされる行動の提案を行うことを目的とする。 
 

初期リスク評価の対象 

化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質のうち、生産量、環境への排出量及び有害

性情報などを基に選択した化学物質を初期リスク評価の対象とする。環境中の生物への影響に

ついては、有害性評価手法が国際的に整えられている水生生物を対象とする。ヒト健康への影

響については、我が国の住民を対象とし、職業上の暴露は考慮しない。 
 
公表までの過程 

財団法人 化学物質評価研究機構及び独立行政法人 製品評価技術基盤機構が共同して評価書

案を作成し、有害性評価 (環境中の生物への影響及びヒト健康への影響) については外部の有

識者によるレビューを受け、その後、経済産業省化学物質審議会管理部会・審査部会安全評価

管理小委員会の審議、承認を得ている。また、暴露評価及びリスク評価については独立行政法

人 産業技術総合研究所によるレビューを受けている。本評価書は、これらの過程を経て公表し

ている。 

 
 

なお、本評価書の作成に関する手法及び基準は「化学物質の初期リスク評価指針 Ver. 2.0」及

び「作成マニュアル Ver. 2.0」として、ホームページ (http://www.nite.go.jp/) にて公開されてい

る。 

初期リスク評価書 Ver. 0.4  
(原案) 

初期リスク評価書 Ver. 0.1 
 有害性評価 リスク評価 暴露評価 

暴露評価 リスク評価 有害性評価 

初期リスク評価書 Ver. 1.0 
(公表版) 

経済産業省 委員会

審議・承認

暴露評価 リスク評価 

レビュー レビュー 

有害性評価 
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要    約 

 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は無色の液体であり、容易に加水分解されてテトラヒドロ

メチルフタル酸が生じる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、主に合成原料 (不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹

脂)、硬化剤 (エポキシ樹脂) として使用される。2003 年度の PRTR データから、テトラヒドロ

メチル無水フタル酸は 1 年間に全国合計で、大気へ 6 トン排出されると推定した。環境中への

主たる排出経路は、電気機械器具製造業において硬化剤として使用する際の大気への排出と考

えられる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、大気中に排出され、雨滴と接触すると速やかに加水分

解されてテトラヒドロメチルフタル酸になり、雨滴とともに降下すると考えられる。また、環

境水中に排出された場合は、まず加水分解によりテトラヒドロメチルフタル酸に変化し、その

後生分解されずに水中に留まると考えられる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸の環境中の濃度として、

大気、公共用水域、飲料水中及び食物中の濃度に関する報告は調査した範囲では得られていな

い。 

また、2003 年度の PRTR 排出量データと数理モデルを用いてテトラヒドロメチル無水フタル

酸の大気中濃度の推定を行った結果、全国の年平均の最大値は、0.018μg/m3 であった。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は水中では速やかに加水分解することから、環境水中では

テトラヒドロメチルフタル酸で存在すると考えられるが、測定値が得られず、推定値を用いる

のは適切でないと判断したため、水生生物に対するリスク評価を行うための推定環境濃度 

(EEC) は算出できなかった。 

また、ヒトがテトラヒドロメチル無水フタル酸に暴露する経路としては、呼吸による大気か

らの吸入暴露が主として考えられる。テトラヒドロメチル無水フタル酸の大気中濃度 (0.018μ

g/m3: 推定値)から、ヒトの体重 1 kg あたりの 1 日推定摂取量を 0.0072μg/kg/日 (吸入経路) と

推定した。なお、テトラヒドロメチルフタル酸として経口摂取すると想定されるが、摂取量を

算出できなかった。 

 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の環境中の水生生物に対する有害性データとして、3 つの

栄養段階 (藻類・甲殻類・魚類) のうち、藻類及び甲殻類については急性及び長期毒性試験結

果、魚類については急性毒性試験結果が得られている。ただし、テトラヒドロメチル無水フタ

ル酸は水中で速やかに加水分解されてテトラヒドロメチルフタル酸を生じるため、実際はテト

ラヒドロメチル無水フタル酸を使用した毒性試験であっても、テトラヒドロメチルフタル酸の

毒性を示しているものと考えられる。 

急性毒性試験の最小値は、藻類であるセレナストラムに対する生長阻害を指標とした 72 時間

EC50 が 92 mg/L であり、長期毒性試験の最小値は、甲殻類であるオオミジンコに対する繁殖を

指標とした 21 日間 NOEC が 0.94 mg/L であった。テトラヒドロメチル無水フタル酸の EEC が

算出できなかったため、現時点では暴露マージン（MOE）は算出できない。 
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ヒトに吸入されたテトラヒドロメチル無水フタル酸は加水分解物のテトラヒドロメチルフタ

ル酸として尿中に排泄されることが示唆されている。 

ヒトにおいて、テトラヒドロメチル無水フタル酸に職業的に反復吸入暴露されることにより

感作され、眼、鼻及び呼吸器でアレルギー症状がみられる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の反復投与毒性に関して、経口経路では、雌雄のラットに

49 日間強制経口投与した反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、前胃扁平上皮の過形成を指

標とした NOAEL が 30 mg/kg/日であった。吸入経路における試験報告は得られていない。 

生殖・発生毒性については、上記反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、最高用量の 300 

mg/kg/日まで生殖・発生に対する影響はみられていない。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の遺伝毒性については、ネズミチフス菌及び大腸菌を用い

た復帰突然変異試験で陰性、CHL 細胞を用いた染色体異常試験では、染色体の数的異常誘発に

関して擬陽性である。しかし、試験報告が限られる上、in vivo 試験の報告もないため、遺伝毒

性の有無については明確に判断することはできない。テトラヒドロメチル無水フタル酸の発が

ん性に関する試験報告はない。また、国際機関等ではテトラヒドロメチル無水フタル酸の発が

ん性を評価していない。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は吸入経路からの摂取が推定されるが、吸入経路における

実験動物での信頼できる報告はなく、現時点ではヒト健康に対する MOE が算出できない。ま

た、テトラヒドロメチルフタル酸として経口経路からの摂取が推定されるが、摂取量が算出で

きないことから、現時点では MOE は算出できない。 

 

以上のことから、環境中への水生生物に対して、テトラヒドロメチル無水フタル酸の EEC が

算出できなかったため、リスク評価を行うことができなかった。 

ヒト健康に対して、吸入経路では、信頼できる毒性試験報告がなく、リスク評価を行うこと

ができなかった。また、経口経路では、摂取量が算出できなかったため、リスク評価を行うこ

とができなかった。吸入経路における必要な試験結果を入手した時点で、再度初期リスク評価

を行う必要がある。 

なお、環境中の生物及びヒトの経口経路に対しては、加水分解物であるテトラヒドロメチル

フタル酸の暴露が想定されるが、現状の PRTR 排出量データからは把握できない。別途、テト

ラヒドロメチルフタル酸に関する暴露情報の収集が望まれる。 
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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : テトラヒドロメチル無水フタル酸 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 3-2451 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-202 

1.4 CAS登録番号 : 11070-44-3 (異性体混合物)注) 
注：メチル基と二重結合の位置の違いにより 

12 種の異性体が存在する。 
 

1.5 構造式 
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1.6 分子式 : C9H10O3 

1.7 分子量 : 166.18 

 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 
テトラヒドロメチル-1,3-イソベンゾフランジオン、メチルシクロへキセン-1,2-ジカルボン酸     

無水物 
 
2.2 純 度 

99%以上 (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.3 不純物 

ジヒドロメチル無水フタル酸 (一般的な製品)  (化学物質評価研究機構, 2002) 

無水マレイン酸、テトラヒドロメチルフタル酸 (一般的な製品) 

       (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005) 

 

2.4 添加剤または安定剤 

無添加 (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.5 現在の我が国における法規制 

化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第三石油類 
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3．物理化学的性状注) 
注：テトラヒドロメチル無水フタル酸は、容易に加水分解されてテトラヒドロメチルフタル酸になるが、

調査した範囲では、テトラヒドロメチルフタル酸の物理化学的性状に関する報告は得られていない。

 

外 観：無色液体           (化学物質評価研究機構, 2002) 

融 点：-38℃           (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

沸 点：290℃、210℃ (13.6 kPa)、150℃ (1.35 kPa)       (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

引 火 点：157℃ (開放式)          (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

発 火 点：データなし 

爆 発 限 界：1.7～10.5 vol% (空気中)         (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

比   重：1.21 (25℃)           (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

蒸 気 密 度：5.73 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：0.44 Pa (25℃、推定値)                (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

1.35 kPa (150℃)、13.6 kPa (210℃)        (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)

分 配 係 数：データなし (容易に加水分解されるため) 

解 離 定 数：データなし 

スペクトル：主要マススペクトルフラグメント：データなし 

吸 脱 着 性：データなし (容易に加水分解されるため) 

溶 解 性：水：10 g/L 超 (25℃)注)                (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)
注：容易に加水分解されテトラヒドロメチルフタル酸になる (5.2.1 参照) 

 有機溶媒：データなし 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：データなし (容易に加水分解されるため) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 6.91 mg/m3、1 mg/m3 = 0.145 ppm (計算値) 

そ の 他：容易に加水分解されてテトラヒドロメチルフタル酸になる (5.2.1 参照) 

          水溶液は酸性を示し、320 mg/L では pH 4.3 (21℃)       

(OECD/UNEP/WHO/ILO, 

2005) 

 
 

4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 

過去 5 年間におけるテトラヒドロメチル無水フタル酸の製造量等については調査した範囲で

は得られなかった。 

 

4.2 用途情報 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、合成原料 (不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂)、

エポキシ樹脂の硬化剤として使用される (化学工業日報社, 2005)。 
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4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 15 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」 (経済産業省, 環境省, 2005) (以下、2003 年度 PRTR データ) によると、テトラ

ヒドロメチル無水フタル酸は 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 6 トン排出され、廃棄

物として 374 トン移動している。公共用水域への排出、土壌への排出及び下水道への移動はな

い。また、対象業種の届出外事業者、非対象業種、家庭、移動体からの排出量は推計されてい

ない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2003 年度 PRTR データに基づき、テトラヒドロメチル無水フタル酸の届出対象業種別の排出

量と移動量を表 4-1 に示す (経済産業省, 環境省, 2005)。 

届出対象業種からのテトラヒドロメチル無水フタル酸の排出量のうち、ほとんどは電気機械

器具製造業からの大気への排出である。また、全体的に環境への排出量より、廃棄物としての

移動量のほうが多い。 

 

表 4-1 テトラヒドロメチル無水フタル酸の届出対象業種別の排出量及び移動量 

(2003 年度実績)(トン/年) 
排出量 移動量 

業種名 
大気 

公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出計 1) 
割合 

(%) 

電気機械器具 
製造業 

5 0 0 73 0 5 90 

化学工業 ＜0.5 0 0 270 0 ＜0.5 7 

一般機械器具 
製造業 

＜0.5 0 0 1 0 ＜0.5 3 

輸送用機械器具

製造業 
0 0 0 24 0 ＜0.5 0 

プラスチック 

製品製造業 
0 0 0 4 0 0 0 

その他の製造業 0 0 0 1 0 0 0 

合計 1) 6 0 0 374 0 6 100 

(経済産業省, 環境省, 2005) 
1) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

2003 年度 PRTR データで推計対象としている以外のテトラヒドロメチル無水フタル酸の排出

源の情報については調査した範囲では得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源におけるテトラヒドロメチル無水フタル酸の環境媒体別排出量を表 4-2 に示す (経
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済産業省, 環境省, 2005)。ただし、廃棄物としての移動量については、各処理施設における処

理後の環境への排出を考慮していない。 

 

表 4-2 テトラヒドロメチル無水フタル酸の環境媒体別排出量 (2003年度実績)(トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

届出 6 0 0 
(経済産業省,環境省, 2005)  

 

 

4.5 排出シナリオ 

2003 年のテトラヒドロメチル無水フタル酸の製造段階での排出量は大気へ 0.7 トンであり、

公共用水域及び土壌への排出はないと報告されている (日本化学工業協会, 2004)。この調査は、

日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製造・使用していると考えられる企業を対象

として実施している。環境への排出量・移動量が、製造段階と使用段階とに分けて把握されて

いる。 

また、テトラヒドロメチル無水フタル酸の使用段階での排出は 2003 年度 PRTR データから判

断して製造段階からの排出よりも多く、用途情報も考慮すると、電気機械器具製造業において

エポキシ樹脂の硬化剤として使用する際の大気への排出が主たる排出経路と推定される。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、常温では蒸気圧が 0.44 Pa (25℃) の液体であり、水に対

する溶解度が 10 g/L 超 (25℃) であり (3. 参照)、その構造から容易に加水分解されやすい (5.2.1

参照)。大気中に排出され、雨滴と接触すると速やかに加水分解されてテトラヒドロメチルフタ

ル酸になり、雨滴と共に降下すると推定される。 

以下の記述では、テトラヒドロメチルフタル酸についても参考までに言及する。 

 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、テトラヒドロメチル無水フタル酸と OH ラジカルとの反応速度定数は

4.31×10-11 cm3/分子/秒 (25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2005)。OH ラジカル濃度を 5×105

～1×106 分子/cm3 とした時の半減期は 4～9 時間と計算される。なお、調査した範囲内では、

テトラヒドロメチルフタル酸と OH ラジカルとの反応速度定数に関する報告は得られていない。 

 

b. オゾンとの反応性 

対流圏大気中では、テトラヒドロメチル無水フタル酸とオゾンとの反応速度定数は 4.81×

10-16 cm3/分子/秒 (25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2005)。オゾン濃度を 7×1011 分子/cm3

とした時の半減期は 0.6 時間と計算される。なお、調査した範囲内では、テトラヒドロメチル

フタル酸とオゾンとの反応速度定数に関する報告は得られていない。 
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c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸の

硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られていない。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、加水分解されてテトラヒドロメチルフタル酸となるが、

加水分解半減期についての報告はない。構造が類似している無水フタル酸については、pH 5.2 

における加水分解に関する反応速度定数が 25℃では 7.9×10-3 秒-1 と測定されている (Hawkins, 

1975)。このときの無水フタル酸の加水分解半減期は約 1.5 分に相当し、テトラヒドロメチル無

水フタル酸の加水分解半減期も同程度と推定される。 

 

5.2.2 生分解性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸については、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性

試験は、代表的な異性体の一つであるメチル-4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸無水物を用い

て実施されており、被験物質濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 4 週間の条件に

おいて、生物化学的酸素消費量 (BOD) 測定での分解率は 0%、全有機炭素 (TOC) 測定での分解

率は 0%、ガスクロマトグラフ (GC) 測定での分解率は 100%であった。このことから、テトラ

ヒドロメチル無水フタル酸は難分解と判定されている (通商産業省, 1986)。テトラヒドロメチ

ル無水フタル酸は、GC測定での分解率が 100%であったことから、水中で完全に加水分解され、

テトラヒドロメチルフタル酸となっている (5.2.1 参照)。 

以上のことから、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸は、好

気的条件下では生分解され難いと推定される。 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸の

嫌気的生分解性に関する報告は得られていない。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸の

下水処理による除去に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境中分布推定 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、水域や湿った土壌では、速やかに加水分解してテトラ

ヒドロメチルフタル酸を生じる考えられる。一方、乾いた土壌や大気でも、水分や雨滴と接触

すると加水分解すると考えられる。このようにテトラヒドロメチル無水フタルは環境中で加水

分解されて容易にテトラヒドロメチルフタル酸になると考えられるので、参考までにテトラヒ

ドロメチルフタル酸の異性体の一つである 4-メチル-4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸につ

いて環境中分布推定を行った。 

4-メチル-4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸が、大気、水域または土壌のいずれかに定常的
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に排出されて定常状態に到達した状態、すなわち、大気、水域、土壌及び底質間の移動、系外

への移動・分解などによる減少が釣り合った後に残存している 4-メチル-4-シクロへキセン-1,2-

ジカルボン酸の環境中での分布をフガシティモデル・レベル III (Mackay et al., 1992) により推定

した (表 5-1)。なお、環境への排出は、大気、水域及び土壌の各々に個別に排出される 3 つの

シナリオを設定した (OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005)。 

大気に排出された場合は土壌に約 7 割、水域に約 3 割分布し、水域に排出された場合は主に

水域に分布し、また、土壌に排出された場合は土壌に約 7 割、水域に 2 割強分布するものと推

定される。 

 

表 5-1 4-メチル-4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸のフガシティモデル・レベルIIIによる   

環境中分布推定結果 
分布 (%) 

シナリオ 
大気 水域 土壌 底質 

シナリオ 1 
(大気中に 100%排出) 

0.0 31.6 68.3 0.2 

シナリオ 2 
(水域中に 100%排出) 

0.0 99.5 0.0 0.5 

シナリオ 3 
(土壌中に 100%排出) 

0.0 26.9 72.9 0.1 

(OECD/UNEP/WHO/ILO, 2005) 
推定には以下の物理化学的性状データを用いた。 
分子量：184.19、融点：124℃、蒸気圧：0.0175 Pa (25℃)、水溶解度：10.5 kg/m3 (25℃)、 
水/オクタノール分配係数 (log Kow)：1.28、分解半減期：空気中 10 時間、 
水中 240,000 時間、土壌中 240,000 時間、底質中 720,000 時間 

 

 

5.4 環境水中での動態 

テトラヒドロメチル無水フタル酸が河川水等の環境水中に排出された場合は、速やかに加水

分解されてテトラヒドロメチルフタル酸になる (5.2.1 参照)。 

構造が類似しているフタル酸の蒸気圧からその蒸気圧は低いと類推され、水に対する溶解度

が 25℃では 10 g/L を超えている (3. 参照) ので、水域から大気への揮散性は無視できるほど低

いと推定される。テトラヒドロメチルフタル酸の解離定数は不明であるが、水溶液が酸性を呈

する (3. 参照) こと、構造が類似しているフタル酸の解離定数 pKa1 が 2.950、pKa2 が 5.408 であ

る (Dean, 1999) ことから類推して、一般環境水中では、テトラヒドロメチルフタル酸のカルボ

キシル基は、ほとんどが解離した状態で存在しており、腐植物質のアミノ基やイミノ基などと

強く結合し、腐植物質などを多く含む懸濁物質及び底質に吸着される可能性がある。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にテトラヒドロメチル無水フタル酸が排出された

場合は、まず加水分解によりテトラヒドロメチルフタル酸になり、好気的環境下では生分解さ

れ難いと推定される。 

 

5.5 生物濃縮性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は水中では速やかに加水分解されてテトラヒドロメチルフ

タル酸になる (5.2.1 参照)。 
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調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル酸の

生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は得られていない。 

構造が類似している 4-メチルシクロへキサン-1,2-ジカルボン酸 (CAS 登録番号: 57567-84-7) 

及び 4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸 (CAS 登録番号: 88-98-2) について、化学物質審査規制

法に基づくコイを用いた 6 週間の濃縮性試験が実施されている。4-メチルシクロへキサン-1,2-

ジカルボン酸の場合、水中濃度が 0.5 mg/L 及び 0.05 mg/L における濃縮倍率はそれぞれ 0.2 未満

及び 2.4 未満であり (通商産業省, 1986)、4-シクロへキセン-1,2-ジカルボン酸の場合、水中濃度

が 2 mg/L 及び 0.2 mg/L における濃縮倍率はそれぞれ 0.2 未満及び 2 未満であった (通商産業省, 

1979)。 

これらの結果から類推して、テトラヒドロメチル無水フタル酸は濃縮性がない、または低い

と判定されている (通商産業省, 1986)。また、テトラヒドロメチルフタル酸の水生生物への濃

縮性も低いと推定される。 

 

 

6．暴露評価 

この章では、大気、公共用水域、飲料水、食物中濃度の測定データの収集、整理と、PRTR

排出量データから大気、河川水中濃度の推定を行い、水生生物のリスク評価を行うための推定

環境濃度 (EEC) と、ヒト健康のリスク評価を行うための吸入経路及び経口経路の推定摂取量

を決定する。 

なお、テトラヒドロメチル無水フタル酸は水中で容易に加水分解してテトラヒドロメチルフ

タル酸になるため、環境水中ではテトラヒドロメチルフタル酸として存在するものとして扱う。

また、飲料水及び食物からはテトラヒドロメチルフタル酸を摂取するものと考える。 

 

6.1 環境中濃度 

6.1.1 環境中濃度の測定結果 

ここでは、環境中濃度の測定報告について調査を行い、その結果について概要を示す。また

得られた報告を基に、暴露評価で用いる濃度の採用候補を選定する。 

 

a. 大気中の濃度 

調査した範囲内ではテトラヒドロメチル無水フタル酸の大気中濃度に関する報告は得られて

いない。 

 

b. 公共用水域中の濃度 

調査した範囲内ではテトラヒドロメチルフタル酸の公共用水域中濃度に関する報告は得られ

ていない。 

 

c. 飲料水中の濃度 

調査した範囲内ではテトラヒドロメチルフタル酸の水道水中濃度及び地下水中濃度に関する

報告は得られていない。 
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d. 食物中の濃度 

調査した範囲内ではテトラヒドロメチルフタル酸の食物中濃度及び魚体内濃度に関する報告

は得られていない。 

 

6.1.2 環境中濃度の推定 

ここでは、数理モデルを用いて大気及び河川の濃度推定を行う。また食物に関する測定結果

が得られなかったため、魚体内濃度の推定も行う。 

 

a. 大気中濃度の推定 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の2003年度PRTR排出量データと広域大気拡散モデル

AIST-ADMER Ver. 1.5 (産業技術総合研究所, 2005; 東野ら, 2003) を用いて、全国11地域 (北海

道、東北、北陸、関東、中部、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄) の大気中濃度を推定し

た。 

 

大気への排出量分布の推定 

届出データについて、事業所所在地を排出地点とし、メッシュデータによる排出量分布の推

定を行った (製品評価技術基盤機構, 2006)。 

 

計算条件 

数理モデル  : AIST-ADMER Ver.1.5 

計算対象地域 :全国 (11地域) 5 km× 5 kmメッシュ 

年間排出量  : 6トン (4. 参照) 

計算対象期間 :1年 

気象データ  : アメダス気象年報 2003 (気象業務支援センター, 2005) 

パラメータ  : 雨による洗浄比 1)    0 

大気中での分解係数 2)    3.6×10-4 (1/s) 

大気からの乾性沈着速度  0 (m/s) 

バックグラウンド濃度   0 (μg/m3) 

 

推定結果 

各地域での推定値を表 6-1に示す (製品評価技術基盤機構, 2006)。全国の年平均の最大値は、

関東地域における0.018μg/m3であった。 

 

                                                        
1) ヘンリー定数が得られていない（3.参照）ため、雨による洗浄比を 0 とした。 
2) (大気中での分解係数) = OH ラジカルとの反応速度定数:4.31×10-11 (cm3/分子/s) × OH ラジカル濃度:5×105 (分子/cm3) 

＋オゾンとの反応速度定数 4.81×10-16 (cm3/分子/s) × オゾン濃度:7×1011 (分子/cm3) 
            = 3.6×10-4 (1/s)  (反応速度定数及び濃度は 5.1 参照)      
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表 6-1 テトラヒドロメチル無水フタル酸の年平均大気中濃度推定結果 

計算対象地域 
最小 

(μg/m3) 
最大 

(μg/m3) 
中央値 

(μg/m3) 
北海道 0 0 0 
東北 0 0 0 
北陸 0 3.1×10-4 1.5×10-10 
関東 0 0.018 6.6×10-7 
中部 8.1×10-12 3.9×10-4 8.8×10-9 
東海 0 1.0×10-3 2.3×10-8 
近畿 0 2.6×10-5 1.2×10-9 
中国 0 4.4×10-5 3.6×10-11 
四国 0 1.4×10-6 5.8×10-11 
九州 0 2.1×10-4 7.2×10-10 
沖縄 0 0 0 
(製品評価技術基盤機構, 2006) 

 

 

b. 河川水中濃度の推定 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は2003年度PRTR排出量データによると、河川への排出がな

かった (4.4 参照)。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、水中では全量がテトラヒドロメチルフタル酸になって

いるものと推定される。よって、ここではテトラヒドロメチル無水フタル酸のPRTR排出量デー

タから見積もられるテトラヒドロメチルフタル酸の河川水中濃度を推定するが、テトラヒドロ

メチル無水フタル酸の排出がないため、テトラヒドロメチルフタル酸の河川水中濃度は、0μg/L

と推定される。 

ただし、PRTRデータには含まれないテトラヒドロメチルフタル酸の排出源が存在する可能性

があるため、本推定値は河川におけるテトラヒドロメチルフタル酸全量によるものではないと

考えられる。 

 

c. 魚体内濃度の推定 

魚体内濃度は、海域に生息する魚の体内に濃縮されると仮定し、海域中濃度と生物濃縮係数 

(BCF) を乗じて魚体内濃度を推定する。魚体内にはテトラヒドロメチルフタル酸として濃縮す

ることが考えられるが、テトラヒドロメチルフタル酸の公共用水域中濃度に関しては、測定値

が得られていないこと、また 6.1.2 b で推定した河川水中濃度はテトラヒドロメチルフタル酸

の全量にもとづくものではないことから、魚体内濃度の推定を実施しなかった。 

 

6.2 水生生物生息環境における推定環境濃度 

水生生物が生息する EEC を公共用水域中の測定結果と河川水中濃度の推定結果から、決定す

る。テトラヒドロメチルフタル酸の公共用水域中の測定値は得られていない。また、6.1.2b で

求めた河川水中濃度の推定値は、テトラヒドロメチルフタル酸の排出量全量をもとに推定した

値ではないことから、EEC に用いることは適切でないと考える。 
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以上のことから、EEC を算出しなかった。 

 

6.3 ヒトへの暴露シナリオ 

6.3.1 環境経由の暴露 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の環境経由のヒトへの暴露経路は、呼吸による吸入暴露が

主として考えられる。ただし、飲料水及び食物からの経口暴露は、テトラヒドロメチルフタル

酸として摂取していることが想定される。 

 

 

6.3.2 消費者製品経由の暴露 

入手した用途情報からは、テトラヒドロメチル無水フタル酸及びテトラヒドロメチルフタル

酸の消費者製品からの暴露はないものと考えられるので、本評価書においては考慮しない (4.  

参照)。 

 

6.4 ヒトの推定摂取量 

本評価書において各経路からの摂取量を推定する際、成人の大気吸入量を 20 m3/人/日とした。

なお、飲料水及び食物からはテトラヒドロメチルフタル酸を摂取することが考えられるが、評

価に用いるデータが得られていないため、経口摂取量は算出できない。 

 

推定摂取量の算出は、以下の仮定に従って求めた。 

大気からの摂取量推定に採用する大気中濃度は測定結果が入手出来なかったことため、大気

中濃度の推定結果から全国の年平均の最大値である関東地域の最大値 0.018μg/ m3 を用いた 

(6.1.1 a、6.1.2 a 参照)。 

この仮定のもとに推定したヒトでの摂取量は、以下のとおりである。 

 

大気からの摂取量：0.018 (μg/m3) × 20 (m3/人/日) ＝ 0.36 (μg/人/日) 

 

成人の体重を平均 50 kg と仮定して、体重 1kg あたりの摂取量を求めると次のようになる。 

吸入摂取量：0.36 (μg/人/日) / 50 (kg/人) ＝ 0.0072 (μg/kg/日) 

 

＜大気中濃度推定に関する補足＞ 

本評価書の大気中濃度推定では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の雨滴による洗浄の効果

を考慮していない。 

 

 

7．環境中の生物への影響 

7.1 水生生物に対する影響 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は水中で容易に加水分解されてテトラヒドロメチルフタル

酸となるため、実際はテトラヒドロメチルフタル酸の毒性を示していると考えられる。 
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7.1.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の微生物に関する試験報告は得られ

ていない。 

 

7.1.2 藻類に対する毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の藻類に対する毒性試験結果を表 7-1 に示す。 

 淡水緑藻のセレナストラムを用いて生長阻害を評価した試験結果が報告されている。生物の

暴露には、あらかじめ被験物質と培地を混合後、1 時間以上撹拌して加水分解させた溶液を用

いた。 

その結果、バイオマスによって算出された 72 時間 EC50 及び NOEC はそれぞれ 75 mg/L、32 

mg/L、生長速度によって算出された 72 時間 EC50 及び NOEC はそれぞれ 92 mg/L、56 mg/L で

あった (環境庁, 1997a)。 

海産種での試験報告は得られていない。 

 

表 7-1 テトラヒドロメチル無水フタル酸の藻類に対する毒性試験結果1) 

生物種 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

エンドポイント 
濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
Selenastrum 
capricornutum2) 
(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

OECD 201 
GLP 
止水 

 
加水分解

させた試

験液を使

用 

23.5  
72 時間 EC50 

24-48 時間 EC50 

24-72 時間 EC50 

0-72 時間 EC50
3) 

72 時間 NOEC 
24-48 時間 NOEC 
24-72 時間 NOEC 
0-72 時間 NOEC3)

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 

 
75 
64 
79 
92 
32 
56 
32 
56 

(a, n) 

環境庁, 
1997a 

(a, n): 分解物が未同定なため、テトラヒドロメチル無水フタル酸の設定濃度で表示 
1) テトラヒドロメチル無水フタル酸が水中で加水分解した後のテトラヒドロメチルフタル酸の毒性を

示していると考えられる、2) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、3) 文献をもとに再計算した値 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 7-2 に示す。 

甲殻類のオオミジンコを用いた試験結果が報告されている。生物への暴露には、あらかじめ

被験物質と試験用水を混合後、1 時間以上撹拌して加水分解させた溶液を用いた。 

急性毒性については、遊泳阻害を指標とした 48 時間 EC50 として 130 mg/L の値が得られてい

る (環境庁, 1997b)。 

長期毒性については、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC が 0.94 mg/L であった 

(環境庁, 1997c)。 

海産種での試験報告は得られていない。 
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表 7-2 テトラヒドロメチル無水フタル酸の無脊椎動物に対する毒性試験結果1) 

生物種 大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度

(℃) 
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 文献 

淡水 
OECD 

202 
GLP 
止水 

 
加水分解

させた試

験液を使

用 

20.7- 
20.9

62 4.3-
7.8 

24 時間 EC50 
48 時間 EC50 
48 時間 NOEC
遊泳阻害 

180 
130 

87 
(a, n) 

環境庁, 
1997b 

Daphnia 
magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

生後 
24 時間 
以内 

OECD 
202 

GLP 
半止水 

 
加水分解

させた試

験液を使

用 

20.2- 
20.8

62 6.1-
8.2 

21 日間 LC50 
21 日間 EC50 
21 日間 NOEC 
21 日間 LOEC
繁殖 

> 110 
9.2 
0.94 
3.5 

(a, n) 

環境庁, 
1997c 

(a, n): 分解物が未同定なため、テトラヒドロメチル無水フタル酸の設定濃度で表示 
1) テトラヒドロメチル無水フタル酸が水中で加水分解した後のテトラヒドロメチルフタル酸の毒性を示して

いると考えられる 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.4 魚類に対する毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の魚類に対する毒性試験結果を表 7-3 に示す。 

メダカを用いた急性毒性試験及び延長毒性試験の報告がある。生物の暴露には、あらかじめ

被験物質と試験用水を混合後、1 時間以上撹拌して加水分解させた溶液を用いた。 

急性毒性については、96 時間 LC50 が 100 mg/L 超であった (環境庁, 1997d)。 

魚類延長毒性試験については、14 日間 LC50 が 100 mg/L 超、14 日間の毒性症状及び摂餌低下

を指標とした NOEC が 100 mg/L であった (環境庁, 1997e)。 

海水魚や長期毒性については試験報告が得られていない。 

 

表 7-3 テトラヒドロメチル無水フタル酸の魚類に対する毒性試験結果1) 

生物種 大きさ/ 
生長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 文献 

淡水 
Oryzias 
latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

2.1 cm 
0.16 g 

OECD 
203 
GLP 
流水 

 
加水分解

させた試

験液を使

用 

23.7- 
24.0

62 6.3-
6.4 

96 時間 LC50 > 100 
(a, n) 

環境庁, 
1997d 
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生物種 大きさ/ 
生長段階

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 文献 

 2.1 cm 
0.17 g 

OECD 
204 

GLP 
流水 

 
加水分解

させた試

験液を使

用 

23.7- 
24.1

62 6.3-
6.4 

14 日間 LC50 
14 日間 NOEC
毒性症状、摂

餌低下 

> 100 
100 

 
(a, n) 

環境庁, 
1997e 

(a, n): 分解物が未同定なため、テトラヒドロメチル無水フタル酸の設定濃度で表示 
1) テトラヒドロメチル無水フタル酸が水中で加水分解した後のテトラヒドロメチルフタル酸の毒性を示して

いると考えられる 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

7.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸のその他の水生生物 (両生類等) に

関する試験報告は得られていない。 

 

7.2 陸生生物に対する影響 

7.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の微生物 (土壌中の細菌や菌類等) 

に関する試験報告は得られていない。 

7.2.2 植物に対する毒性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の植物に関する試験報告は得られて

いない。 

 

7.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の動物に関する試験報告は得られて

いない。 

 

7.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の環境生物への影響については、致死、遊泳阻害、生長阻

害、繁殖などを指標に検討が行われている。調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フ

タル酸の海産生物や陸生生物に関する試験報告は得られていない。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、水中では容易に加水分解されるため、得られた試験報

告は生物への暴露前に被験物質と試験用水を混合し、1 時間以上撹拌して加水分解させた溶液

を試験液として用いている。 

藻類については、バイオマスによって算出された 72時間EC50及びNOECはそれぞれ 75 mg/L、

32 mg/L、生長速度によって算出された 72 時間 EC50 及び NOEC はそれぞれ 92 mg/L、56 mg/L

であった。 

無脊椎動物の急性毒性については、オオミジンコの遊泳阻害を指標とした 48 時間 EC50 が 130 
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mg/L であった。長期毒性については、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC は 0.94 

mg/L であった。 

魚類の急性毒性については、メダカの 96 時間 LC50 は 100 mg/L 超であった。また、メダカを

用いた延長毒性試験で 14 日間 LC50 は 100 mg/L 超であった。長期毒性についての試験報告は得

られていない。 

 

以上から、テトラヒドロメチル無水フタル酸の水生生物に対する影響はその加水分解物であ

るテトラヒドロメチルフタル酸の影響と考えられる。テトラヒドロメチル無水フタル酸の濃度

で示した水生生物に対する急性毒性は、藻類に対する 92 mg/L が最小値である。長期毒性につ

いての NOEC は、藻類では 56 mg/L、甲殻類では 0.94 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を

指標とした 21 日間 NOEC の 0.94 mg/L である。 

 

 

8．ヒト健康への影響 

8.1 生体内運命 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の作業環境気中濃度が 11μg/m3の環境下で 8 時間作業した

労働者 1 人の尿を作業開始から 24 時間経時的に採取した実験で、作業中の吸気量を 10 m3 とし

た場合、吸入されたテトラヒドロメチル無水フタル酸の 70%相当がテトラヒドロメチルフタル

酸として尿中に排泄された。尿中排泄の半減期は 3～6時間であった (Lindh and Jonsson, 1994)。 

 

8.2 疫学調査及び事例 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の疫学調査及び事例を表 8-1 に示す。 

幼少時からネコへの接触アレルギー歴のあるエポキシ樹脂製品製造工場の従業員 (22 歳、男

性) が、テトラヒドロメチル無水フタル酸を硬化剤として使用する作業場 (作業環境気中濃度

100μg/m3) に配属されてから、約 4 か月後に作業中に鼻汁及び鼻閉塞症状を発症し、その後、

胸部圧迫感、喀痰を伴う咳及び喘鳴を発症した。配属 1 年 4 か月後に行われたプリックテスト

及び放射性アレルゲン吸着法 (RAST; radioallergosorbent test) による検査で、テトラヒドロメチ

ル無水フタル酸に対する特異 IgE 抗体介在性のアレルギーによるものと診断された (Nielsen et 

al., 1989)。 

ビスフェノール A 型エポキシ樹脂製品製造工場の従業員 (56 歳、女性) が清掃担当として勤

務し始めてから、2 年後に手及び腕に皮膚炎を、4 年後に息切れ症状を発症した。その後、硬化

剤がポリアミン化合物からテトラヒドロメチル無水フタル酸に替えられ、2 年後には作業中に

喘息を発症するとともに皮膚炎が首及び額にまで拡がった。テトラヒドロメチル無水フタル酸

による吸入誘発試験を行ったところ、200μg/m3 での暴露で陰性であったが、7 mg/m3 で 30 分

の暴露では 6 時間後に喘鳴ラ音が誘発された。また、プリックテスト及び RAST による検査で、

ビスフェノールAジグリシジルエーテル及びテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽性反

応が認められた。以上から、この従業員は、まずビスフェノール A ジグリシジルエーテルに感

作され、その後テトラヒドロメチル無水フタル酸に感作されたものと推定された (Kanerva et al., 
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1991)。 

エポキシ樹脂製品製造工場の従業員 (49 歳、女性) がテトラヒドロメチル無水フタル酸を硬

化剤として含む接着剤での部品固定作業に従事し始めてから、2 か月後に顔面に発赤及びかゆ

み、腕及び踵にはじんま疹を発症し、その 1 か月後には鼻炎、咽喉痛及び咳嗽を発症した。こ

れらの症状は週末には消えたが、週明けに出勤すると再発した。1 年半後に箱詰め作業に配置

転換されたが、症状は消えなかった。プリックテスト及び RAST によるアレルギー検査を行っ

たところ、テトラヒドロメチル無水フタル酸に対する陽性反応が認められた。この従業員は、

作業中にテトラヒドロメチル無水フタル酸への皮膚接触暴露はなかったが、同じ建物内でエポ

キシ樹脂が製造されていたことから、作業環境気中のテトラヒドロメチル無水フタル酸に暴露

されたものと推定された (Tarvainen et al., 1995)。 

ディスプレーの部品製造工場で、テトラヒドロメチル無水フタル酸を硬化剤として含む樹脂

を使用し始めてから半年後に、従業員から鼻汁、くしゃみ、倦怠感、頭痛、顔のほてり、息切

れ症状の訴えが出始めた。プリックテストによる検査で、有症状者の 23/31 例、無症状者の 9/31

例がテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽性であった。また、RAST による検査では、

有症状者の 21/31 例、無症状者の 5/31 例がテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽性であ

った。テトラヒドロメチル無水フタル酸の作業環境気中濃度は 20～50μg/m3 であった。その後、

樹脂コーティング装置に欠陥が見つかり、改修したところ、テトラヒドロメチル無水フタル酸

の作業環境気中濃度は著しく減少し、従業員の症状も軽減したと報告されている (Kalimo et al., 

1990)。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸を硬化剤として含むエポキシ樹脂製品製造工場の従業員 

(暴露群 145 人、対照群 33 人) を対象に行われた RAST による特異 IgE 抗体検査で、暴露群全

体では、26/145 例 (18%) がテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽性であった。ゾーン I 

(平均暴露濃度 85μg/m3) 、ゾーン II (平均暴露濃度 14μg/m3) 、ゾーン III (平均暴露濃度 10μ

g/m3) の従業員では、それぞれ、12/54 例 (22%)、8/46 例 (17%)、2/23 例 (9%) が陽性であり、

暴露濃度との関連がみられた。プリックテストによるアレルギー検査では、対照群 (33 人) 及

び RAST での陰性者 (119 人) の全員がテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陰性であっ

たのに対し、RAST での陽性者では、23/26 例がテトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽性

であった (Welinder et al., 1990)。この調査の後、工場の換気設備が改善され、暴露量は 1/10 に

低減したが、暴露群 (170 人) では、高暴露 (20-150μg/m3、55 人)、低暴露 (5-20μg/m3、70

人) にかかわらず、眼炎、鼻炎、咽頭炎及び喘息症状の訴え率が、対照群に比べ、有意に高か

った。また、高暴露群中、換気設備改善前の調査にも参加した 41 人について、症状の発生頻度

を改善前と比較したところ、発生頻度に変化はみられなかった (Nielsen et al., 1992)。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸をエポキシ樹脂硬化剤として使用するコンデンサー製造

工場の従業員に対して行われた検査で、テトラヒドロメチル無水フタル酸に対する特異 IgE 抗

体の陽性率は、対照群で 0/25 例、暴露群の在職者で 46/73 例 (63%)、退職者では 15/22 例 (68%) 

であった。暴露群在職者を連続暴露されたグループ (45 人) と断続暴露されたグループ (28 人) 

に分けて特異 IgE 抗体の陽性率を比較したところ、有意差はみられなかった。なお、暴露群の

在職者を対象に行った問診で、眼及び鼻の症状の訴え率は、連続暴露、断続暴露のいずれのグ

ループにおいても、特異 IgE 抗体の陽性群では、陰性群に比べ、有意に高かった (Yokota et al., 
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1997)。引き続いて、作業環境気中濃度の高い A 工場及び低い B 工場のアッセンブリー及び検

査工程の従業員を対象に調査を行ったところ、テトラヒドロメチル無水フタル酸に対する特異

IgE 抗体陽性率は、A 工場で 24/37 例 (65%)、B 工場で 38/58 例 (66%) であり、大きな違いは

みられなかった。問診での眼、鼻、喉の症状の訴え率は、特異 IgE 抗体の陽性群では、陰性群

に比べ、有意に高かった。有症状者のうち、2 回/週超の頻度で発症する割合は、A 工場で 19/26

例 (73%)、B 工場では 3/20 例 (15%) であり、A 工場で有意に高かった。B 工場において、職業

暴露による症状がみられた最小の作業環境気中濃度は 15～22μg/m3 であったことから、テトラ

ヒドロメチル無水フタル酸によるアレルギーの発症を防ぐためには、作業環境気中濃度を 15μ

g/m3 以下に抑える必要があると示唆されている (Yokota et al., 1999)。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸及びヘキサヒドロ無水フタル酸をエポキシ樹脂硬化剤とし

て使用する電気機器製造工場の従業員 110 人に対して行われた RAST による特異 IgE 抗体検査

で、15 人がテトラヒドロメチル無水フタル酸及びヘキサヒドロ無水フタル酸に対して陽性、1

人がヘキサヒドロ無水フタル酸に対してのみ陽性であった。前者 15 人のうちの 7 人に対して行

われたプリックテストで、5/7 例がテトラヒドロメチル無水フタル酸、7/7 例がヘキサヒドロ無

水フタル酸に対して陽性であった (Drexler et al., 1994)。この調査の後に作業環境が改善され、

その 4 年後に、従業員 84 人 (作業環境改善後の新規雇用者 6 人を含む) を対象に再調査が実施

された。RAST、プリックテストのいずれかで、テトラヒドロメチル無水フタル酸に対して陽

性を示した従業員の割合は、前回調査時の陽性者、陰性者、不参加者の各群で、それぞれ、10/10

例、3/47 例、5/21 例であったのに対し、新規雇用者では 0/6 例であった。なお、前回調査以降

に使用されていた硬化剤はテトラヒドロメチル無水フタル酸のみであり、再調査時点でのテト

ラヒドロメチル無水フタル酸の作業環境気中濃度は<0.5～26μg/m3 (中央値; <0.5μg/m3、試料

数; 5) であった (Drexler et al., 1999)。 

 

以上、テトラヒドロメチル無水フタル酸をエポキシ樹脂硬化剤として使用する工場従業員で

の多くの事例で、感作による眼、鼻及び呼吸器へのアレルギー症状がみられている。 

 

表 8-1 テトラヒドロメチル無水フタル酸の疫学調査及び事例 

対象 暴露状況 暴露量 結果 文献 
エポキシ樹

脂製品製造

工場の従業

員 (22歳、男

性) 
幼少時から

ネコへの接

触アレルギ

ー歴あり 

職業暴露 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

を硬化剤と

して使用 

100μg/m3 作業場に配属されて約4か月後に、作業中に鼻汁  

及び鼻閉塞症状を発症 
その後、胸部圧迫感、喀痰を伴う咳及び喘鳴も発症 
配属1年4か月後に行われたプリックテスト及び放

射性アレルゲン吸着法 (RAST; radioallergosorbent 
test) で、テトラヒドロメチル無水フタル酸に対して

陽性 
IgE抗体介在性アレルギーによるものと診断 

Nielsen et 
al., 1989 
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対象 暴露状況 暴露量 結果 文献 
ビスフェノ

ールA型エ

ポキシ樹脂

製品製造工

場の従業員 
(56歳、女性) 

職業暴露 不明 清掃担当として勤務し始めてから 2 年後に手及び腕

に皮膚炎を発症し、4 年後には息切れ症状も発症 
その後、硬化剤がポリアミン化合物からテトラヒド

ロメチル無水フタル酸に替えられ、2 年後に作業中

に喘息を発症するとともに皮膚炎が額、首にまで拡

がる 
テトラヒドロメチル無水フタル酸による吸入誘発

試験で、200μg/m3 では陰性、7 mg/m3 で 30 分では 6
時間後に喘鳴ラ音を誘発 
プリックテスト及び RAST による検査で、ビス  

フェノール A ジグリシジルエーテル及びテトラヒド

ロメチル無水フタル酸に対して陽性 
以上から、まずビスフェノール A ジグリシジルエー

テルに感作され、その後テトラヒドロメチル無水フ

タル酸に感作されたものと推定 

Kanerva et 
al., 1991 

エポキシ樹

脂製品製造

工場の従業

員 (49歳、女

性) 

職業暴露 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

を硬化剤と

して含む接

着剤による

部品固定作

業に従事 

不明 勤め始めて 2 か月後に顔面に発赤及びかゆみ、腕及

び踵にじんま疹を発症 
その 1 か月後に鼻炎、咽喉痛及び咳嗽を発症 
週末になると症状は消えたが、週明けに出勤すると

症状は再発 
1 年半後に箱詰め作業に配置転換されるが症状は消

えず 
プリックテスト及び RAST による検査で、テトラヒ

ドロメチル無水フタル酸に対して陽性 
この従業員は、作業中にテトラヒドロメチル無水フ

タル酸への皮膚接触暴露なし 
同じ建物内でエポキシ樹脂が製造されていたこと

から、作業環境気中のテトラヒドロメチル無水フタ

ル酸に暴露されたものと推定 

Tarvainen et 
al., 1995 

ディスプレ

ーの部品製

造工場の従

業員62人 
(有症状、無

症状各31人) 

職業暴露 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

を硬化剤と

して含む樹

脂をあらた

に使用 

20-50μg/m3 半年後に、従業員から鼻汁、くしゃみ、倦怠感、頭

痛、顔のほてり、息切れ症状の訴えあり 

プリックテスト陽性率: 
有症状者; 23/31 例 
無症状者; 9/31 例 

RAST 陽性率: 
有症状者; 21/31 例 
無症状者; 5/31 例 

その後、樹脂コーティング装置に欠陥が見つかり、

改修したところ、テトラヒドロメチル無水フタル酸

の作業環境気中濃度は著しく低下し、従業員の症状

も軽減 

Kalimo et 
al., 1990 

エポキシ樹

脂製品製造

工場従業員

暴露群; 145
人 (男性132
人、女性13
人) 
対照群; 33人 
(男性30人、

女性3人) 

職業暴露 
 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

をエポキシ

樹脂硬化剤

として使用

ゾーン I:  
7-380μg/m3  
(平均 85μg/m3)

ゾーン II :  
12-57μg/m3  
(平均 14μg/m3)

ゾーンIII:  
4-17μg/m3  

(平均10μg/m3) 

RAST による特異 IgE 抗体陽性率: 
  暴露群全体; 26/145 例 (18%) 

ゾーン I 従業員; 12/54 例 (22%) 
ゾーン II 従業員; 8/46 例 (17%) 
ゾーン III 従業員; 2/23 例 (9%) 

暴露濃度との関連あり 

プリックテスト陽性率: 
対照群; 0/33 例 
RAST 陰性者; 0/119 例 
RAST陽性者; 23/26例 

Welinder et 
al., 1990 
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対象 暴露状況 暴露量 結果 文献 
エポキシ樹

脂製品製造

工場従業員

暴露群; 170
人 (在職者

144人、退職

者26人) 
対照群; 33人 

職業暴露 
 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

をエポキシ

樹脂硬化剤

として使用

高暴露:  
20-150μg/m3 

低暴露: 
5-20μg/m3 

前回調査 (Welinder et al., 1990) の後、工場の換気設

備が改善され、暴露量は 1/10 に低減 

改善後の問診: 
暴露群では、高暴露、低暴露にかかわらず、眼炎、

鼻炎、咽頭炎及び喘息症状の訴え率が有意に高い 
高暴露群 (55 人) 中、設備改善前の調査に参加し

た 41 人については、症状の発生頻度を改善前と

比較したところ、変化なし 

Nielsen et 
al., 1992 

コンデンサ

ー製造工場

従業員 
暴露群; 95人 
(在職者73
人、退職者22
人) 
対照群; 25人 

職業暴露 
 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

をエポキシ

樹脂硬化剤

として使用

7.47-421μg/m3 特異 IgE 抗体陽性率: 
対照群; 0/25 例 
暴露群在職者; 46/73 例 (63%) 
暴露群退職者; 15/22 例 (68%) 

暴露群の在職者中、連続暴露されたグループ (45
人) と断続暴露されたグループ (28 人) との比較

では有意差なし 
 

暴露群在職者の眼及び鼻の症状訴え率: 
暴露 連続 断続 
IgE 陽性 陰性 陽性 陰性 

眼症状
17/26*
(65%) 

5/19 
(26%)

11/20 
(55%) 

1/8 
(13%) 

鼻症状
23/26**
(88%) 

5/19 
(26%)

17/20**
(85%) 0/8 

*p<0.02、**p<0.0001 

Yokota et 
al., 1997 

コンデンサ

ー製造A工

場及びB工
場のアッセ

ンブリー及

び検査工程

の従業員95
人 (A工場; 
37人、B工場; 
58人) 
対照群; 25人 

職業暴露 
 
テトラヒド

ロメチル無

水フタル酸

をエポキシ

樹脂硬化剤

として使用

A 工場: 
アッセンブリー

1; 
7.47-102μg/m3

(平均 30.2μ
g/m3) 

アッセンブリー
2; 

14.3-421μg/m3

(平均 63.9μ
g/m3) 

検査; 
12.9-67.9μg/m3

(平均 25.5μ
g/m3) 

B 工場: 
アッセンブリー;

1.36-14.9μg/m3

(平均 4.93μ
g/m3) 

検査; 
0.68-22.4μg/m3

(平均 5.49μg/m3)

特異 IgE 抗体陽性率: 
    A 工場; 24/37 例 (65%) 

B 工場; 38/58 例 (66%) 
大きな違いなし 

問診: 
眼、鼻、喉の症状の訴え率は、A、B いずれの工

場においても、特異 IgE 抗体陽性群では、陰性群

に比べ、有意に高い 
有症者中、2 回/週超の頻度で発症する割合; 

A 工場; 19/26 例 (73%) 
B 工場; 3/20 例 (15%)  

A 工場で有意に高い 
 
B 工場で職業暴露による症状がみられた最小の作業

環境気中濃度は 15-22μg/m3 であったことから、テ

トラヒドロメチル無水フタル酸によるアレルギーの

発症を防ぐためには、作業環境気中濃度を 15μg/m3

以下のレベルに抑える必要があると示唆 

Yokota et 
al., 1999 

電気機器製

造工場従業

員110人 (男
性54人、女性

56人) 

職業暴露 
 
ヘキサヒド

ロ無水フタ

ル酸及びテ

トラヒドロ

メチル無水

フタル酸を

エポキシ樹

脂硬化剤と

して使用 

不明 RAST による特異 IgE 抗体検査で、15 人がテトラヒ

ドロメチル無水フタル酸及びヘキサヒドロ無水フ

タル酸に対して陽性、1 人がヘキサヒドロ無水フタ

ル酸に対してのみ陽性 
前者 15 人のうちの 7 人に対して行われたプリック

テストで、5/7 例がテトラヒドロメチル無水フタル

酸、7/7 例がヘキサヒドロ無水フタル酸に対して陽

性 

Drexler et 
al., 1994 
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対象 暴露状況 暴露量 結果 文献 
電気機器製

造工場従業

員84人 (作
業環境改善

後の新規雇

用者6人を含

む) 

職業暴露 
 
ヘキサヒド

ロ無水フタ

ル酸及びテ

トラヒドロ

メチル無水

フタル酸を

エポキシ樹

脂硬化剤と

して使用 

<0.5-26μg/m3 (中
央値; <0.5μ
g/m3、試料数; 
5) 

前回調査 (Drexler et al., 1994) の 4 年後に再調査を

実施 
前回の調査後に、作業環境が改善 

RAST、プリックテストのいずれかでテトラヒドロメ

チル無水フタル酸に対して陽性を示す割合: 
前回調査の陽性者; 10/10 例 
前回調査の陰性者; 3/47 例 
前回調査不参加者; 5/21 例 
新規雇用者; 0/6 例 

なお、前回調査以降、使用されていた硬化剤はテト

ラヒドロメチル無水フタル酸のみ 

Drexler et 
al., 1999 

 

 

8.3 実験動物に対する毒性 

8.3.1 急性毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する急性毒性試験結果を表 8-2 に示す 

(Huntington Research Center, 1980; Smyth et al., 1969; 厚生省, 1997a)。 

経口投与での LD50 はラットで 1,900～2,590 mg/kg、経皮投与での LD50 はウサギで 1,710 mg/kg

である。 

経口投与での毒性症状として、自発運動の低下、緩徐呼吸、腹臥姿勢のほか、局所刺激性に起

因する前胃粘膜の肥厚、扁平上皮過形成及び粘膜下の肉芽腫性炎症がみられている。 

ラットにテトラヒドロメチル無水フタル酸の飽和蒸気を吸入暴露した試験で、8 時間以下の

暴露では死亡はみられなかった (Smyth et al., 1962,1969)。 

 

表 8-2 テトラヒドロメチル無水フタル酸の急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ 
経口 LD50 (mg/kg) ND 1,900-2,590 ND 
吸入 LC50 ND ND ND 
経皮 LD50 (mg/kg) ND ND 1,710 
ND: データなし 

 

 

8.3.2 刺激性及び腐食性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 8-3 に

示す。 

ウサギの皮膚にテトラヒドロメチル無水フタル酸の原液 (用量不明) を適用した試験で、中

等度の刺激性がみられた (Huntington Research Center, 1980)。 

ウサギの剪毛皮膚にテトラヒドロメチル無水フタル酸の原液 0.01 mLを 24時間適用した試験

で、皮膚刺激性はみられなかった (Smyth et al., 1962,1969)。 

ウサギの眼にテトラヒドロメチル無水フタル酸の原液 0.1 mL を適用した試験で、24 時間後

に虹彩のうっ血がみられた (Hitachi Chemical, 1969)。 

ウサギの眼にテトラヒドロメチル無水フタル酸の原液及び希釈液 (溶媒不明) を適用し 18～
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24 時間後に判定した試験で、原液 0.005 mL 及び 5%溶液 (溶媒不明) 0.5 mL で強度の角膜損傷

がみられた (Carpenter and Smyth, 1946; Smyth et al., 1962,1969)。 

 

以上、テトラヒドロメチル無水フタル酸はウサギの皮膚及び眼に対して刺激性を示すと考え

られる。 

 

表 8-3 テトラヒドロメチル無水フタル酸の刺激性及び腐食性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結果 文献 
ウサギ 

6匹 
皮膚刺激性 不明 原液 (用量不明) 中等度の刺激性 Huntington Research 

Center, 1980 
ウサギ 
5匹/群 

皮膚刺激性 
剪毛皮膚 

24時間 原液0.01 mL 刺激性なし 
 

Smyth et al., 
1962,1969 

ウサギ 
1匹 

眼刺激性  原液0.1 mL 24時間後に虹彩のうっ血 
刺激性あり 

Hitachi Chemical, 
1969 

ウサギ 
5匹/群 

眼刺激性  原液及び希釈液 
(溶媒不明) 

原液0.005 mL及び5%溶液0.5 
mLの適用18-24時間後に強度

の角膜損傷 

Carpenter & Smyth, 
1946; Smyth et al., 
1962,1969 

 

 

8.3.3 感作性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する感作性に関する試

験報告は得られていない。 

 

8.3.4 反復投与毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 8-4 に示す。 

SD ラット (雌雄各 12 匹/群) にテトラヒドロメチル無水フタル酸 0、30、100、300 mg/kg/日

を、雄には交配前 14 日間及び交配期間を含む 49 日間、雌には交配前 14 日間、交配期間、妊娠

期間及び分娩後 3 日まで強制経口投与した反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、100 mg/kg/

日以上の群の雄で前胃の扁平上皮過形成、300 mg/kg/日群の雌雄で前胃の粘膜肥厚及び粘膜下

組織の肉芽腫性炎症、雄で流涎、血清中の総コレステロール及び尿素窒素の減少、トリグリセ

リドの増加、副腎重量の増加、前胃の扁平上皮空胞化及び扁平上皮から粘膜下組織の浮腫、雌

では前胃の扁平上皮過形成及びびらんがみられたことから、雄での NOEL を 30 mg/kg/日、雌で

の NOEL を 100 mg/kg/日としている (厚生省, 1997b)。なお、前胃部における変化はテトラヒド

ロメチル無水フタル酸の局所刺激性に起因した炎症性変化及び上皮の反応性の増殖と考察され

ている (厚生省, 1997b)。100 mg/kg/日群の雄でみられた影響は有害であると考えられることか

ら、本評価書では NOAEL を 30 mg/kg/日と判断する。 
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表 8-4 テトラヒドロメチル無水フタル酸の反復投与毒性試験結果 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
SD 
雌雄 

各 12 匹/群 

強制経口 雄 : 交配前

14 日間、交

配期間を含

む 49 日間 
雌: 交配前

14 日間、交

配期間、妊

娠期間及

び、分娩後 3
日まで 

0、30、100、
300 mg/kg/日

100mg/kg/日以上:  
雄; 前胃の扁平上皮過形成 

300 mg/kg/日:  
雌雄; 前胃の粘膜肥厚、粘膜下組織の肉

芽腫性炎症 
雄; 流涎、血清中の総コレステロール及

び尿素窒素の減少、トリグリセリドの

増加、副腎重量の増加、前胃の扁平上

皮空胞化、扁平上皮から粘膜下組織に

かけての浮腫 
雌; 前胃の扁平上皮過形成、びらん 

 
NOEL:  

雄; 30 mg/kg/日 
雌; 100 mg/kg/日 

NOAEL: 30 mg/kg/日 (本評価書の判断) 

厚生省, 
1997b 

太字はリスク評価に用いたデータを示す。 
 

 

8.3.5 生殖・発生毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表8-5に示す。 

SD ラット (雌雄各 12 匹/群) にテトラヒドロメチル無水フタル酸 0、30、100、300 mg/kg/日

を、雄には交配前 14 日間及び交配期間を含む 49 日間、雌には交配前 14 日間、交配期間、妊

娠期間及び分娩後 3 日まで強制経口投与した反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、最高用

量の 300 mg/kg/日まで親動物の生殖能、児動物の発生に対する影響はみられなかったことから、

親動物の生殖能及び児動物の発生に関する NOEL をともに 300 mg/kg/日以上としている (厚生

省, 1997b)。 

 

以上、ラットにおける反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、最高用量の300 mg/kg/日ま

で生殖・発生に対する影響はみられていない。 

 

表 8-5 テトラヒドロメチル無水フタル酸の生殖・発生毒性試験結果 

 

 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット 

SD 
雌雄 

各12匹/群 

強制経口 雄: 交配前 14
日間、交配期間

を含む 49 日間 
雌: 交配前14
日間、交配期

間、妊娠期間及

び分娩後3日ま

で 

0、30、100、300 
mg/kg/日 

親動物の生殖能: 
影響なし 

児動物の発生: 
影響なし 

 
NOEL: 

親動物の生殖能; 300 mg/kg/日以上  
児動物の発生; 300 mg/kg/日以上 

厚生省, 
1997b 
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8.3.6 遺伝毒性 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の遺伝毒性試験結果を表 8-6 に示す。 

ネズミチフス菌及び大腸菌を用いた復帰突然変異試験で、S9 添加の有無にかかわらず陰性を

示した (厚生省, 1997c)。 

チャイニーズハムスター肺線維芽 CHL 細胞 (CHL 細胞) を用いた染色体異常試験で、S9 添

加の有無にかかわらず染色体の数的異常誘発に関して疑陽性を示した (厚生省, 1997d)。 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の in vivo 試験の報告は得られていな

い。 

 

以上、テトラヒドロメチル無水フタル酸の遺伝毒性については、報告が限られるため、明確

に判断することはできない。 

 

表 8-6 テトラヒドロメチル無水フタル酸の遺伝毒性試験結果 
 試験系 試験材料 処理条件 用量  

最低   最高

結果 
－S9     ＋S9 

文献 

ネズミチフス菌 
TA98 

(μg/plate) 
62.5-2,000 
313-5,000 

 
－       ND 
ND       － 

TA100 62.5-2,000 
156-5,000 

－       ND 
ND       － 

TA1535 31.3-2,000 
313-5,000 

－       ND 
ND       － 

TA1537 62.5-2,000 
156-5,000 

－       ND 
ND       － 

復帰変異

試験 

大腸菌 WP2 uvrA 

プレインキ

ュベーショ

ン法 

156-5,000 
313-5000 

－       ND 
ND       － 

厚生省, 
1997c 

 (μg/mL)  
50-800 －       ND 6 時間処理 

110-1,700 
 

ND       ± 
数的異常  

24 時間処理 75-600 －       ND 

in vitro 

染色体異

常試験 
CHL 細胞 

48 時間処理 75-600 ±        ND 
数的異常 

厚生省, 
1997d 

－: 陰性、±: 疑陽性、ND: データなし 
CHL 細胞: チャイニーズハムスター肺線維芽 CHL 細胞 

 

 

8.3.7 発がん性 

調査した範囲内では、テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する発がん性に関す

る試験報告は得られていない。 

 

国際機関等ではテトラヒドロメチル無水フタル酸の発がん性を評価していない (ACGIH, 

2005; IARC, 2005; U.S. EPA, 2005; U.S. NTP, 2005; 日本産業衛生学会, 2005)。 

 

8.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

ヒトに吸入されたテトラヒドロメチル無水フタル酸は加水分解物のテトラヒドロメチルフタ
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ル酸として尿中に排泄されることが示唆されているが、生体内運命に関する詳細な報告は得ら

れていない。 

ヒトにおいては、テトラヒドロメチル無水フタル酸に職業的に反復吸入暴露されることによ

り感作され、眼、鼻及び呼吸器でアレルギー症状がみられる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の実験動物に対する急性毒性については、経口投与での

LD50 はラットで 1,900～2,590 mg/kg、経皮投与での LD50 はウサギで 1,710 mg/kg である。経口

投与での毒性症状として、自発運動の低下、緩徐呼吸、腹臥姿勢のほか、局所刺激性に起因する

前胃粘膜の肥厚、扁平上皮過形成及び粘膜下の肉芽腫性炎症がみられている。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、実験動物の皮膚及び眼に対して刺激性を示すと考えら

れる。 

実験動物での感作性に関する試験報告は得られていない。 

反復投与毒性については、雌雄のラットに 0、30、100、300 mg/kg/日を強制経口投与した反

復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、100 mg/kg/日以上の群の雄で局所刺激性に起因する前

胃の扁平上皮過形成がみられており、NOAEL は 30 mg/kg/日である。 

生殖・発生毒性については、上記反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、最高用量の 300 

mg/kg/日まで生殖・発生に対する影響はみられていない。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の遺伝毒性については、ネズミチフス菌及び大腸菌を用い

た復帰突然変異試験で陰性、CHL 細胞を用いた染色体異常試験では、染色体の数的異常誘発に

関して疑陽性であるが、in vivo 試験がないなど、報告が限られるため、遺伝毒性の有無につい

ては明確に判断することはできない。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の発がん性に関する試験報告はない。また、国際機関等で

はテトラヒドロメチル無水フタル酸の発がん性を評価していない。 

 

 

9．リスク評価 

9.1 環境中の生物に対するリスク評価 

環境中の生物に対するリスク評価は、水生生物を対象とし、その影響を 3 つの栄養段階 (藻

類・甲殻類・魚類) で代表させる。リスク評価は、無影響濃度等 (NOEC、LC、EC) を推定環

境濃度 (EEC) で除した値である暴露マージン (MOE) と、無影響濃度等として採用した試験デ

ータに関する不確実係数積を比較することにより行う。テトラヒドロメチル無水フタル酸は水

中では速やかに加水分解することから、環境水中ではテトラヒドロメチルフタル酸で存在する

と考え、テトラヒドロメチルフタル酸としてリスク評価を行う。 

 

9.1.1 リスク評価に用いる推定環境濃度 

テトラヒドロメチルフタル酸の測定値が得られず、推定値を用いるのは適切でないと判断し

たため、EEC を算出できなかった (6.2 参照)。 

 

9.1.2 リスク評価に用いる無影響濃度 

リスク評価に用いるテトラヒドロメチル無水フタル酸の水生生物に対する無影響濃度等を表 
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9-1に示す。ただし、テトラヒドロメチル無水フタル酸は水中で速やかに加水分解されてテトラ

ヒドロメチルフタル酸を生じるため (7. 参照)、実際はテトラヒドロメチル無水フタル酸を使用

した毒性試験であっても、テトラヒドロメチルフタル酸の毒性を示しているものと考えられる。 

3 つの栄養段階 (藻類・甲殻類・魚類) のうち、藻類及び甲殻類については長期毒性試験結果 

(環境庁, 1997a,c)、魚類については急性毒性試験結果 (環境庁, 1997e) を用いた (7. 参照)。 

これらの結果から、テトラヒドロメチル無水フタル酸の環境中の水生生物に対するリスク評

価に用いる無影響濃度として、最も低濃度から影響のみられた甲殻類であるオオミジンコに対

する繁殖を指標とした 21 日間 NOEC の 0.94 mg/L (環境庁, 1997c) を採用した (表 7-3 参照)。 

 

表 9-1 テトラヒドロメチル無水フタル酸の水生生物に対する無影響濃度等1) 
生物レベル 生物種 エンドポイント 濃度 (mg/L) 文献 

藻類 
Selenastrum 
capricornutum2) 

(ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

72 時間 NOEC 

生長阻害 
生長速度 

56 環境庁, 1997a 

甲殻類 
Daphnia magna 
(ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

21 日間 NOEC 
繁殖 

0.94 環境庁, 1997c 

魚類 
Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

14 日間 LC50 >100 環境庁, 1997e 

1) 無影響濃度等はテトラヒドロメチル無水フタル酸が水中で加水分解した後のテトラヒド

ロメチルフタル酸の毒性を示していると考えられる。 
2) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 
太字はリスク評価に用いたデータを示す。 

 

 

9.1.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

テトラヒドロメチルフタル酸の EEC が算出できないため、環境中の水生生物に対する MOE 

は算出できない。 

 

9.1.4 環境中の生物に対するリスク評価結果 

テトラヒドロメチルフタル酸の EEC が算出できないため、現時点では環境中の水生生物への

影響に対するリスク評価はできない。 

 

9.2 ヒト健康に対するリスク評価 

 テトラヒドロメチル無水フタル酸のヒトにおける定量的な健康影響データは限られている 

ため、ヒト健康に対するリスク評価には動物試験データを用いることとする (8. 参照)。リスク

評価は、実験動物に対する無毒性量等 (NOAEL、LOAEL) を推定摂取量で除した値である MOE

と、評価に用いた毒性試験データに関する不確実係数積を比較することにより行う。ただし、

経口からはテトラヒドロメチルフタル酸として摂取するものと考える。 

 

9.2.1 リスク評価に用いるヒトの推定摂取量 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、主に大気を通じてヒトに摂取されると推定され、吸入、

経口及び全経路からの 1 日推定摂取量を表 9-2 に示す (6.4 参照)。 
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なお、経口経路ではテトラヒドロメチルフタル酸として摂取すると想定されるが、摂取量を

算出できなかった。 

 

吸入経路のヒト成人の体重 1 kg あたりの 1 日推定摂取量 0.0072μg/kg/日をヒト健康に対する

リスク評価に用いる。 

 

表 9-2 テトラヒドロメチル無水フタル酸の1日推定摂取量 

摂取経路 
摂取量推定に用い

た採用濃度の種類 
1 日推定摂取量

(μg/人/日) 

体重 1 kg あたりの 
1 日推定摂取量 

(μg/kg/日) 

吸入 大気 
モデル推定値 

(AIST-ADMER) 
0.36 0.0072 

飲料水  －2) －2) 
経口 1) 

食物  －2) －2) 
全経路  (合計) －2) －2) 

1) テトラヒドロメチルフタル酸としての摂取量 
2) 算出せず 

 

 

9.2.2 リスク評価に用いる無毒性量 

ヒトにおいて、テトラヒドロメチル無水フタル酸に職業的に反復吸入暴露されることにより

感作され、眼、鼻及び呼吸器でアレルギー症状がみられる。 

テトラヒドロメチル無水フタル酸の反復投与毒性に関して、経口経路では、雌雄のラットに

49 日間強制経口投与した反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、前胃扁平上皮の過形成を指

標とした NOAEL 30 mg/kg/日 (厚生省, 1997b) を採用した。吸入経路では、リスク評価に用い

る無毒性量等は得られなかった。 

遺伝毒性については、その有無については明確に判断することはできない。発がん性に関す

る試験報告はない。また、国際機関等ではテトラヒドロメチル無水フタル酸の発がん性を評価

していない。 

 

なお、OECD では、経口経路において本評価書と同じ試験において前胃扁平上皮の過形成を

指標としているが、100 mg/kg/日では雄の１検体のみに影響が見られているため、影響がない

判断し、100 mg/kg/日を NOAEL としている。 

 

9.2.3 暴露マージンと不確実係数積の算出 

テトラヒドロメチル無水フタル酸は、ヒトに対して主として吸入経路からの摂取が推定され

るが、吸入経路におけるテトラヒドロメチル無水フタル酸のリスク評価に必要な無毒性量が得

られなかったことから、ヒト健康に対する暴露マージン (MOE) は算出できない。また、テト

ラヒドロメチルフタル酸として経口経路からの摂取が想定されるが、摂取量が推定できなかっ

たことから、MOE は算出できない。 

 



 26

9.2.4 ヒト健康に対するリスク評価結果 

表 9-3に示すように、テトラヒドロメチル無水フタル酸は吸入経路からの摂取が推定される

が、吸入経路における実験動物での信頼できる報告はなく、現時点ではリスク評価はできない。

また、テトラヒドロメチルフタル酸として経口経路からの摂取が想定されるが、摂取量が推定

できないため、リスク評価はできない。 

 

表 9-3 テトラヒドロメチル無水フタル酸のヒト健康に対するリスク評価結果 

摂取経路 
体重 1 kg あたりの

1 日推定摂取量 
(μg/kg/日) 

NOAEL 
(mg/kg/日) 

MOE 不確実係数積 

吸入 0.0072 －1) －2) －2) 

 経口 3) －2) 30 －2) －2) 
1) 調査した範囲では影響を適切に評価できる試験は得られていない。 
2) 算出せず 
3) テトラヒドロメチルフタル酸としての摂取量 

 

 

9.3 まとめ 
環境中への水生生物に対して、EEC が算出できなかったため、リスク評価を行うことができ

なかった。 

ヒト健康に対して、吸入経路では、信頼できる毒性試験報告がなく、リスク評価を行うこと

ができなかった。吸入経路における必要な試験結果を入手した時点で、再度初期リスク評価を

行うことが望ましい。また、経口経路では、摂取量が算出できなかったため、リスク評価を行

うことができなかった。 

環境中の生物及びヒトの経口経路に対しては、加水分解物であるテトラヒドロメチルフタル

酸の暴露が想定されるが、現状の PRTR 排出量データからは把握できない。今後テトラヒドロ

メチルフタル酸に関する暴露情報の収集が望まれる。 
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